





















































































































































また韓国法律プログラム（Korean law program）ではALIN の会員でない国家とともに行われ
ている会議で10月はアジアの地域統合について行われる予定である。このほかに特定国家と一つの
テーマで行うジョイントリサーチもあるが，下半期はバークレーで行う予定である。
最近の韓国の法に関する関心はユーラシアに向いており，2015年はユーラシアイニシアチブのた
めの経済法制の比較を行う。
法制の経験を共有する事業ではモジュール化事業を推進している。モジュール化事業では韓国の
段階別知的財産制，中小企業支援法制，行政審判と行政所掌などを英語，中国語にしている。国内
向けには法制モジュール体系化についてのものは韓国語にする予定である。
さらに研究事業についてであるが，名古屋大学，今回の東洋大学アジア文化研究所，それから11
月には中国法の航空法に関連する公務員が来る予定である。今年の法制研究院の国際事業はこのよ
うに進んでいく予定である。
２．東洋大学アジア文化研究の紹介と今回の訪問の目的説明　　　吉川美華
このような形で博士の方々にお目に掛かれて大変に嬉しく考えている。また，朴博士には色々と
このように立派に準備をしていただいたことに深く感謝申し上げる。
まず自己紹介もかねて，東洋大学とアジア文化研究所，それから訪問の目的について説明する。
東洋大学は1887年に哲学者の井上円了によって創立された。韓国では何があった年かと調べた
ら，フランスが巨文島から撤退した年であった。
円了は越後，現在の新潟県の寺院の長男であるが，当時の日本は欧米文化至上主義の時代で，円
了は西洋化に踊らされている日本を憂いていた。トーヨーとは漢字で東洋と書くが，円了自身が
「洋の東西を問わず，真理は哲学にあり」を基本理念としており，そこから来たのではないかと思
われる。昨年，文部科学省により，スーパーグローバル大学創成支援大学に採択され，国際キャリ
ア教育にも力を入れている。
また，私が研究員をしているアジア文化研究所は東アジア，東南アジア，西アジア各国等を広く
 研究対象としている，東洋大学のアジア研究の中枢である。現在私は研究所のプロジェクト「アジ
アにおける多国籍／超国家的生活スタイルの研究－東アジア，東南アジア，南アジアの比較を中心
として」で，韓国の法政策部門を担当している。今回は外国人政策が中心で，昨日も九老区にある
外国人力支援センターに行ったのだが，主に移住労働者，結婚移民者，中国・CIS 同胞，外国籍同
胞といわれる人，それから「高級外国人」をめぐる制度整備について調査する予定である。
昨年は在外同胞，つまり海外に住む韓国系の人々に対する韓国政府の制度設計について調査をし
た。最終的には韓国政府の人の統合をめぐる制度戦略についての全体の構図を明らかにすることを
目的としている。そのため，今後脱北者，難民へと調査を広げる予定で，また，教育，労働，人権
などジャンル別にも調査を進めていく予定である。
私自身はこれまでは同じ制度研究でも，朝鮮時代や植民地期，それから新しくても大韓民国設立
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後の民法制定といった時期の研究をしてきた。現代の制度，しかも韓国は1997年の行政改革で大幅
に制度を新設していること，また外国人や移民に関連する制度となると，10年余りの新しい物ばか
りであるため，まさにタイムマシーンにのって違う時代に来た印象である。わからないこともたく
さんある。そのため，今日だけでなく今後も色々とご教示賜りたいと考えている。
３．多文化社会と法制的示唆点　　　パクグァンドン韓国法制研究院研究委員
韓国は多文化社会に属しているのかという点では，二つの観点から見ることができる。韓国にど
れくらいの人が来ているのかという計量的な側面と，もう一つは従属的な部分，実際に外国人がき
てどのような機能を果たしているのかという見方である。
韓国は計量的な側面では多文化社会に属していると言える。しかしながら外国人の法的地位がい
わゆる多文化社会のいう法的地位に至っているのかという点では，半々である。というのも，現在
は，外国人は規律や管理の対象であるが，漸次的に地位が上がり，中には影響力を持つようになる
と考えられる人がいるためである。フィリピンのジャスミン議員などは確かに韓国に影響を与えて
はいるが韓国側はそれを開放的に受け入れているとは言えない。そのため発展途上過程中の多文化
といえるのではないかと思われる。
さて，多文化社会の概念とは何であろうか。これは現象的，志向的，段階的，この三つの側面で
考えることができる。現象的というのは外国人の比率がどの程度上がっているのか，志向的という
のは外国人のアイデンティティが認められて互いに尊重し合えるのか，そして段階的というのは狭
義的意味から広義の意味への転換ということだが，狭義という点では結婚移民増加中で狭義の意味
には達しているといえる。それに移住民男性も漸次的に増えている。ではその次の段階である中位
の意味での多文化という点ではどうか。外国人の多様性やアイデンティティ認定過程であり正式に
認められるケースが増加している状態であり，外国人が団体を作って文化的部分を表出することも
できる。そのために中位的な段階にも達しているといえる。ただ，広義の意味ではどうか。現在は
発展中で広義の多文化に近づいてきていると考えられるのではないかと思う。
今日のレジュメでは多文化主義と多文化政策については日本の研究を参照している。多文化主義
という点では韓国はどの立場をとっているのかというと，共同体と自由主義の間であるといえる。
また政策はどうみることができるのか。市民団体，法制，法文化，多様な観点がある。現実的には
どのように立法されているのかをみることで，どの方向に進んでいるのかを見てみると次のように
なる。
まず，文化多様性法（文化多様性の保護と増進に関する法律）はどうか。この法律は国際条約締
結をきっかけに制定された法律である。難民法，これも同様である。難民の地位に関する1951年協
約，1992年の難民協約この二つの議定書の締結によって規定されたものである。この二つは一定の
法的地位，アイデンティティを認定することが前提となっている広義の多文化主義であると言え
る。そのため，この法律は広義の多文化主義へ進むきっかけとなる法律ともいえる。
では次にせまい意味での多文化主義である多文化家族支援法。これは改正を重ねて漸次に多文化
社会を構成する文化主体のアイデンティティを認めている。この法には外国人に対し文化的な部分
を認め，多文化社会の文化的接近であるといえる。
次に処遇基本法では韓国社会に対して自分たちのアイデンティティを表出できることを保証して
いる。狭義と広義を合わせたもので，発展過程と位置づけられる。
では何が問題なのだろうか。韓国の多文化主義は外国人を包摂しているのだろうか。制限してい
るといえよう。出入国管理法がその制限の制度である。排除的な法で支援的な意図は少なく管理的
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な目的に比重が置かれている。ただ，韓国が発展中の多文化政策に関して幸なのは一定的に包摂す
る方向に向いている点である。
国籍法はどうか。国籍付与には大変に厳格な部分がある。多文化支援法の対象者に国籍も付与し
ようということだが，経済的な負担を考えれば難しい。行政は低所得者層も支援しなければならな
いのに，外国人に国籍を付与すると保護の対象となり，国家的な負担が膨らむからである。しかし
国籍法の改正案は包摂方向に向かっている。それは重国籍認定，簡易帰化要件の緩和に現れている。
外国人雇用法（外国人勤労者の雇用などに関する法律）はどうか。この法律は韓国の経済成長の
ために雇用をどのように管理するのかに重点が置かれている。ただ現在は管理中心ではあるが，今
後ある程度，規制を緩和し多文化社会に包摂するのかが課題となる法律である。
民法はどうか。民法には家族の範囲が規定されている。でははたして多文化家族は民法上含有で
きるのだろうか。厳格に言うと養子縁組，帰化によって，国籍上家族は韓国人になるので家族に包
摂できる。しかし外国人配偶者に同伴した未成年の子はどうか。国籍法８条１項での帰化許可申請
をしなければ未成年の子女は保護を受けられない。国籍をもつと社会福祉の対象となるが，そうで
ない場合はその対象とはならない。
では次に今後の改正が議論されている立法案についてみることにする。
難民法は先にも言及したように広義の多文化で緩和的に進んでいる。人道的支援拡大は考慮する
点ではあるが，はたして国民がこれらを理解できるのか，最も重要なものは国民が共感できるのか。
理解ができる点とこれはあんまりだという点があるのが現状だ。難民法については難民の特徴の人
権を考える必要がある。
狭義の多文化家族支援法はどうであろう。イジャスミン議員案では広報活発化，地方自治団体の
教育を青少年までに，支援センターの統合（多文化・健康）と難民にもこの法の拡大案を提示して
いる。そうなると総合的な検討が必要である。国籍法上，婚姻して離婚した人に国籍を付与するこ
とはどうか。共感を得られるのかという点では，改正作業のあとに異議が出ることもあり，双方の
利益バランスの考慮の必要がある。
処遇基本法では外国人密集地域の地域単位で社会統合基金を募る改正案が出ている。
出入国管理法は改正案をみれば緩和の方向に進んでいる。国籍法では帰化審査と同伴の子の福祉
政策の対象が問題になっているが，これは漸次的に進行すべきであろうと考える。それから雇用許
可制は，現行法では退職すればすぐに退去し，退職金は帰国後支給することになっている。改正で
は退職日から14日以内に退職金支給することになる。ただしそうなると14日間の不法在留期間が生
じる。
こうした制度改正の様子もあわせて結論は次のとおりである。
韓国は，一旦は基本的な部分は狭義の発展過程中の総合的多文化主義の中で文化的接近方法を中
心に展開されているとみることができる。多文化社会構成員が関連する広義では多文化家族と外国
人政策があり，狭義では多文化家族に関連した法制から見ることができる。これを基準に設定する
とどのような多文化部分を見ることができるのか。
外国人や国内にいる人が韓国に定住の意思の有無から長期的にあるいは永住でというのなら包摂
の必要がある。ただ，はたして多文化主義を全て包摂するのかという点では，法は個別の目的があ
るために漸次的に包摂するのが妥当と考えられる。多文化を制度という観点から効率的に進めてい
くために最も重要なのは現在の国民の共感である。秩序範囲のなかで法的な安全性の部分が他の法
に抵触しない方法で漸次的に進めていけば，多文化社会の韓国が多文化主義を全般的に効率的で体
系的で多文化と関連する構成員に利益を提供できる方向に進んでいくのではないかと考える。
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４．国際結婚関連法制の動向　　　キンミョンヨプ西南大学校教授
国際結婚における外国人は男女比では圧倒的に女性が多い。それは国際結婚の流行りの発端が
1990年代の農村に住む独身男性の国際結婚支援であったからである。そのため，何か問題が生じた
ときは外国人妻が被害者，韓国人夫が加害者という構図が定着してきたが，近年男性被害者が増加
傾向にある。最も多いのが家出，次に出産後の子供を連れての帰国である。
韓国はハーグ条約に加入しているため，もう一方の親の承諾なしに子供を連れて帰国すること
は，誘拐や連れ去りになるが，問題は結婚移民者にもっとも多いベトナムとフィリピンはハーグ条
約に加入していないことである。そのため，さらなる制度強化が必要となる。
国際結婚の過程では国籍法，出入国管理法，結婚仲介業の管理に関する法律，民法，多文化家族
支援法，離婚の際は家事訴訟法とあるが，この中でこれまでは問題を未然に防ぐために①国際結婚
仲介業者の取り締まりと②出入国管理が強化されてきたが，さらに結婚仲介業の管理に関する法律
の厳格化，多文化家族支援法の充実の必要がある。
まず結婚仲介業の管理に関する法律の問題点は，現行の身上情報の提供項目（婚姻経歴，健康状
態，職業，暴力行為や売買春での前科，その他相手国の法令が定めた事項）では不十分であること，
具体的には宗教や学歴，男女関係などを項目に入れるべきである。また，韓国内の仲介業者は中小
規模の者が多く，とても現地で様々な行事を行ったりする余力はない，そのため現地の業者と提携
するが，もし，現地の業者が違反をした場合でも韓国の業者は責任を問われないのが問題である。
仲介業者利用者にとってはどこまでが現地業者と韓国業者の業務の境界がわからない。この点を改
善すべきである。さらに，虚偽情報の提供については最高2000万ウォンの罰金刑があるが実際に課
せられているのはその半分以下の場合が大概である。この額では少ない。なぜなら現在の結婚仲介
料は1350万から2000万であり，双方から徴収するので収入は更に大きい。虚偽でも何でも少しでも
多く成約してしまえば，罰金を支払っても収益は大きいので罰金刑が痛手にはならない。
次に多文化家族支援法であるが，近年の改正傾向は国内の支援体系の強化と多文化家族子女教育
がトレンドである。まず支援強化の点では2012年の多文化家族支援センターの設置の明確化，2013
年３月の子女の二か国語教育支援，2013年８月の定着のための通訳支援がある。これは十分充実し
た支援事業であるといえる。しかしながら今後は多文化家族の範疇ではなく，より大きな外国人，
在外同胞を含めた移民者の枠組みで基本法を作る必要がある。
というのも多文化家族支援法の適用範囲は夫婦の一方が結婚移民者で構成された家族である。多
文化家族支援法の上位法として，在韓外国人処遇基本法があるがこの適用対象者は合法的な在留を
要件としている。そのために多文化家族支援法の適用対象者は実は合法的な在留資格を持つ結婚移
民者なのであり，緩和されたとはいえ近年も暴力によって夫から逃げ，夫が勝手に離婚届を出した
ために不法在留となってしまっているケースなどは支援対象とはならないのは問題だ。
行政の間でも女性家族部は結婚移民者に温かいが，法務部は結婚移民者を潜在的な不法在留者と
みる傾向がある。また，法務部は帰化前に永住資格前置主義を画策しているが，この制度は，現在
は３年の韓国内での同居で簡易帰化が認められている結婚移民者の国内での在留条件を揺るがすの
で，女性団体は反対している。こうした問題をまずバランスよく解決することが先決だ。
５．韓国の多文化の歴史　　　ホデウォン新羅大学教授
高齢化との関係で移住外国人や多文化という言葉が定着したといわれているが，実はそれよりも
前の88年のオリンピック前後の米軍との関係で多文化が広がったと考えられる。現在はこれを多文
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化と呼んでいるが，それ以前は国際結婚や混血ということばが差別的に使用されていた。色々とい
われているが日本の多文化共生からきているのではないかと考える。
外国人政策は二つに整理できる。移住労働者と結婚移民者だ。
移住労働者とは主に３Ｄ業種に従事しており，産業分野で外国人投資企業での受容からはじまっ
た。日本の制度をベンチマークしたものだ。91年には不法在留者が大量に発生し，自主申告制度を
施行後，解決策として1993年に外国人産業研究制度が始まった。これは2002年に雇用許可制に変
わった。
次に結婚移民者だ。1992年の中国との国交樹立で，政府レベルで結婚移民の受け入れが取り交わ
された。韓国政府は農村の独身男性の結婚を支援するためにまずは朝鮮族を受け入れた。その後東
南アジアへと変わっていくが，結婚仲介業者の介入でこれらが急増したと言っても過言ではない。
外国人の急増は実質的な多文化社会と政策的変化をもたらした。結婚移民者には結婚詐欺や配偶
者からの暴力などの問題も浮上した。2006年に盧武鉉元大統領による貧富格差の解消にむけての取
り組みと，2007年の在韓外国人処遇基本法制定，翌年の多文化家族支援法へと続いた。ここからが
多文化社会の幕開けといえる。
当初は女性部，教育部など５つの部がこれらを担当した。多文化政策は同化主義政策であるとの
批判もある。一方で韓国人は韓国に入ってくるには韓国に同化するものだという認識も強い。多文
化とは汎用性があり公定的なものはない。文化の多様性をというのでは決してなく個々人の共同認
識をもって一緒に住むことなのだと考える。
６．多文化と同胞政策について　　　チョンヨンハ前大統領府秘書官（現延世大学校教授）
私は光州に多文化代案学校（生活学校）を運営している。五年になる。ここは小中高学歴認定の
学校で名誉理事をしている。光州には高麗人村がある。850戸3000名が住んでいて私はそこの後援
会長をしている。最近高麗人の支援センターを政府の支援無く２億５千万の募金だけで設立した。
先ほどの許先生は研究者だ。それに対して私は現場のものであるので，現場にいる観点からお話
をさせていただくことで，参考になればと考える。
三つのことを話すことにする。
一つ目は，多文化社会，国際結婚移住民政策の目標が何なのか。社会の流れは多様性とは良いも
のだという認識である。国家の観点からは調和と統合という観点から政策を展開している。ただ，
調和と統合であれば同化なのかというとそうではない。なぜなら同化には排除が付きまとうためだ。
私のいう調和と統合はクロスカルチャーのことだ。Ｘカルチャー，文化交差は互いの良いところ
を生かす統合にならなくてはならないということだ。現在の傾向は，困っているから助ける。不和
をもたらすので予防しよう，多様性は良いので生かそうというのではなく，私が言うのは互いの良
いところを生かし社会全体をアップグレードしようということだ。
なぜこのような話をするのかというと私が直接に会って話したドイツ，フランス，イギリスの総
理は2010～12年（チョン教授が大統領補佐官であった時代）口をそろえて統合政策が失敗だったと
言う。民族主義的な強い統合を反対し民族文化を解体し多文化を推進した。…略…，多様性は尊重
してよいが，だからといって放置してはいけない。むしろこれは社会を分散させてしまう。これが
ポストモダンの弱点なのだ。私がクロスカルチャーといっているものの良い例が，二重言語である。
違う母語を持つ両親の両方から言語を受け継ぐ。それは我伝統文化と他の良い文化が融合して更に
良い文化を育成されるということである。
それから二つ目は永住権と帰化を一体化すべきだ。現在は別の制度として運営されている。（理
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由は略）
最後に，多文化というと移住外国人ばかりを言うが，同胞についても多文化の中で考えなければ
ならない。法務部の立場は例えば中国同胞を外国籍者の枠組みで捉えている，彼らは同じ民族なの
だから，移住外国人に優先しなければならないはずだ。ただこれは死角になっている。同じ同胞で
も差別もある。貧困国とOECD同胞では扱いが異なる。また，朝鮮族と高麗人でも異なる。朝鮮
族は韓国語も達者で稼いで帰ろうと考えているが，高麗人は行く先々で追われて最後の定着地とし
て韓国にやってきた。旧ソ連の160万ドイツ系の人々には（ドイツで）永住資格が付与されている。
それに比べて同胞は多文化家族よりも保護がなされていない。高麗人については全くである。私は
これらを訴えるために法務部企画課にまで行ったが，高麗人と朝鮮族を１つに括ってしまったこと
で高麗人に対する支援がいきわたっていないのが現状だ。同じ民族であるのにだ。
外国人がどれほど政府の支援を受けているのかというと，私は廣州ユニバーシアード大会の会長
をしているので知ったのだが，アフリカ某国から来た学生は到着するや難民申請した。難民申請を
すれば審査が終わるまで１年半は国内で在留が可能だ。その間に働くのである。難民が認可されな
くても帰国しても，その間に韓国で働けば出身国で働くよりもずっと稼ぎ多いのだ。昨年のアジア
ゲームの時もネパールの人がそうであった。
韓国の多文化政策は大変に充実している。本当の死角になっているのは同胞である。この点を指
摘し，法整備をお願いすることとしたい。
７．移住民/多文化社会関連政策の現況と課題　　　キムイソン韓国女性政策研究院研究委員
まず外国人や移民をどのように考えるかについてだ。
他の国と比べて韓国系，中国系の帰化者，結婚移民の帰化者が多いのが韓国の特徴だ。単純労働
者（移住労働者）が最も多いが取り締まると減り，人力が必要だと訪問就業を増やすなど門を開く
と急にふえる。この二つの集団は同じ外国人だが異なる集団である。
また結婚移民者については，現在は業者を規制したので減少傾向にあるが，結婚は個人の自由な
ので今後もじわじわと増え続けるであろう。留学生も誘致しており，優秀人力の誘致にも力を入れ
ているが，他の国と条件を争って連れてこなければならないので思うように進まない。先の移住労
働者のように政策が増減をコントロールできるのとそうでない集団とを分離して考える必要がある。
ふつう移民というと労働移住のことをいい，働き手が先ず入国しその後家族が渡航すると考える
が韓国ではこの集団は在留資格の関係で長く住めないし統制が可能である。それと比較すれば近年
は統制が難しい結婚移民が増加している。しかし2000年中盤まで，これらの人は関心や政策の対象
となることはなかった。韓国にも外国人は華僑や混血児（ママ）はいたが華僑は政策に上ることは
なかったし，混血児の場合は政府主導での国際養子制度が準備されていたくらいで韓国自体が外国
人との距離が遠い。
これが韓国人の配偶者であり父母外国人結婚移民者や後孫という韓国人と大変に関係が緊密な外
国人が増え，問題，事件をとおして関心が高まり始めた。
さて，多文化や多文化家族ということであるが，これは世界どこにもない性格の政策であり法律
である。専門家や外国人が見て笑う人もいるが，私はこれまでとても距離の遠い外国［から来た］
人が，政策も法律も全くない状況下に，突然に現れて，さてどうしようというので使用されたのが
多文化であるので，そうした経緯を考えると理解できる。最初に注目されたのは2000年代に入って
から，韓国人と大変に近い関係で暮らす結婚移民が増加して以降のことだ。多文化（家族支援法）
は今年で10年目を迎えたが，今後が大事である。この法律は当初，①当事者の緊急性に答えた，②
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これがなかったら関心を持たなかった，という点で意義がある。もちろん偏見も生まれたし，多文
化家庭認識が狭小化したのも確かである。
外国人問題は20年前からあった。人権問題や男女平等の問題がそれで1990年代の労働者問題や，
当時の韓国人女性外国人男性の国際結婚の場合がそうだ。妻が韓国人の場合は当時の制度では父系
血統主義を採用していたので子の国籍は父親の国籍になる。これは97年改正された。また，早くか
ら外国人用のシェルターや通訳サービスもあった。
これが政策として大きな枠組みで捉えられるようになったのは，事件後の2006～７年の盧武鉉政
権期の貧富格差が問題になったときだ。混血児，結婚移民者対策として2007に処遇基本法，2008年
に多文化家族支援法ができて徐々に可視化されるようになった。
以降，毎年政策が発表されるが，外国人政策の予算の75％は多文化家族支援である。11.9％が在
留外国人の生活便宜に使われているが，これは例えば道路案内の外国語表記なども含まれている。
多文化家族政策の中で，その14.4％を占める訪問教育事業や多文化家族支援センターなどは日本
の研究者からは素晴らしいといわれたことがある。ただ弊害もある。
訪問教育事業は韓国語教育とその他事業で構成されるが，その他の事業は年ごとに策定される。
近年では産後の手助けなどをとおして，産後の慣習の違いを埋める。
必要な時に行くというサービスであるが，韓国人はそういうサービスを利用したことがないの
で，浸透するのに時間がかかる。
ある時は，孫の面倒をみていたおばあちゃんが，隣の多文化家族のところにきた訪問教育を，外
国人だけが受けられるサービスだと誤解をしたことがあった。コンセプトはあくまでも多文化家族
に誕生した韓国（人）の赤ちゃんを，きちんと育てるというのであるが，こうした誤解からの反感
もある。また，2012年には従来は所得水準による無償保育を「多文化家族」という枠組みで策定し
たら国会で通過した。そのために富裕層の多文化家族も対象になった。逆に中産階級の韓国人家族
は対象とはならない。こうした制度設計が社会で広く知られるようになり多文化家族に対する偏見
を生み出した。ただ，このようなことがなければ多文化家族に関心を持たなかっただろうと考える
と良い機会あったかもしれない。
多文化については2012年から一般の小中高等学校でも多文化に対する理解教育やマイノリティ教
育が始まった。
（ここでチョンヨンハ前大統領府秘書官が退席されるために一言意見をされた）
チョンヨンハ前大統領府秘書官
キム（イソン）博士のお話を聞くと多文化の方向を定める必要を強く感じる。私は何よりも優先
すべきは教育，それも言語教育である。言語がすべての基本である。ヨーロッパのマイノリティの
密集地に住む青年たちを見ていてつくづく思うのは，最大の問題は貧困であるが，原因は社会的地
位向上ができないからであって，それはやはり教育が行き届かないからだ。福祉より教育が大事で
ある。英仏独は多文化政策に失敗して言語教育を基本にした。この点も政策の中で考慮すべきである。
キムイソン韓国女性政策研究院研究委員（つづき）
多文化家族に対しては困っているから助けなきゃという視角が強く，共に住む同僚という意識は
少ない。しかし，［一口に］多文化家族［と言って］もお金持ちや高学歴も一定程度［含まれて］
いる。政策の死角は少数者集団の多様性が見えないことだ。そのため役割構造が固定化するという
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政策の副作用が起きている。内国人（韓国人
のこと）は多文化家族を，支援を受けないと
生きていけない集団，自ら問題解決ができな
い集団としてみている。そうなると学校でも
からかわれることがあり，多文化家族児童
が，お母さんが外国人であることを隠すよう
になる。（写真２）
傾向として誰かが自分のものを持っていく
と考えると相手をよく思わない。多文化家族
に対する認識が定着してしまっている。韓国
人の意識を変えるのが最も重要で困難な課題
である。教室で教えたからといって気持ちが
変わるわけでもない。また教育した講師もス
テレオタイプで逆効果だ。これらの影響は2009年より2011年のほうが韓国語がうまくなっても差別
を受けるようになったといった調査［結果］からもわかる。また，労働市場でも不利益を受ける機
会が増えたとの調査結果もある。多文化家族は移民者家族ではない。むしろ韓国人家族である。現
在の制度で混血，帰化で分けるのは前近代的発想だ。
後いくつか問題点を挙げるとすれば，第一に政策上の管轄の問題である。同じ韓国語教育を法務
部と行政自治部，女性家族部がそれぞれ行っている状態だ。韓国語教育は最も論争にならないので
扱いが簡単であるからどの部も行っている。第二に政策上の問題では区分が難しい中間的存在をど
う扱うのかも課題だ。例えば帰化をして三年以内は外国人処遇基本法の扱いだし，多文化家族児童
は多文化家族支援法の適用対象だ。でもこれらは紛れもなく韓国人（韓国籍者）である。
こうした問題を踏まえて，今後韓国社会はどうなるのか。もともと日々躍動しているので，全く
先は見えないが，思いつくことを言うと，まず多文化家族の国際結婚は再婚者を中心に増えるであ
ろう。多文化家族の核心は国際結婚夫婦である。今後は一般帰化者や長く韓国に住んでいるが出身
背景が異なる人々が増えるだろうし，外国出身子女や，韓国人だが海外と韓国を往来するような一
般でも多文化政策でも対応の難しい人々を多文化家族支援法の適用対象に広げるべきだ。さらに，
今後間違いなく多文化家族は老齢化する。移民者の貧困一般帰化者も同じだ。そもそも国際結婚夫
婦は年齢差が大きい。韓国人夫が引退すると外国人妻が働かなくてはならなくなるが，現在の政策
ではこうした対応は出来ていない。また現在は就学前の子供を中心に支援しているが，今後は年齢
層を上げていかなければならない。チョン博士の言葉通り学歴も職もなく貧困に陥る移住背景を持
つ若年層が増えるだろう。また多文化家族の中でも高学歴層や富裕層は自分たちの存在を差別せず
認めろといった行動が見え始めるであろう。政策設計には多文化家族の多様性も視野に入れなけれ
ばならない。移住労働者についても，現在は最長で４年７か月の在留期間であるが，これを延長す
る要求や，家族を同伴できるような要求も出るであろう。移住労働者の場合，家族同伴者が一度増
えると大変な波になる。さらに，包括的な差別禁止，例えば外国人に対するネット攻撃等に対して
も先進国で行われている制度整備が必要だ。今後は移住労組のような移住民共同体が大きくなる可
能性もあるので，多文化家族を私的な問題から構造的な問題として広げていく必要がある。
８．終わりに
午前10時から午後６時まで，ほとんど休憩を挟まないままの進行であったが，多くの先生方から
体系的で興味深い多文化関連法令に関連するお話を伺うことができ，最後まで疲れることが無かった。
写真２　フォーラムの様子
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パクグァンドン博士からは，今後もこのような形であれ，また違う方法であれ，ご協力がいただ
けること，こうした事業に関心があれば東洋大学アジア文化研究所と法制研究院とで共同研究をし
てみるのはどうかとの有難いご提案をいただいた。
こうした機会を提供してくださった先生方のご尽力に報いることができるよう，また日韓の法
律，法文化の交流の一助となれるよう，改めて身の引き締まる思いである。また，このような会を
準備してくださった法制研究院および，パクグァンドン博士には改めてお礼を申し上げる次第であ
る。（写真３）
写真３　 記念写真。左からイサンモ博士，パクグァンドン博士，キンミョン
ヨプ博士，チョンヨンハ博士，吉川美華，キムイソン博士，ホデウォ
ン博士，チェジヨン博士，ホンソンミン博士
